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第１章 R/D の締結 

 

１－１ 第二次事前評価からの変更点 

(1) プロジェクト目標の変更 

第二次事前評価調査 実施協議 

対象地域において、参加農家により地域適応型

技術パッケージが採用される 

参加農家での稲生産性が向上する 

第二次事前評価調査の案では、プロジェクト実施の結果として、参加農家がどのような状況

になるのか分かりにくく、指標で定量的に測定することが望ましいと考えられたため、実施

協議時の見直しで、「生産性の向上」というプロジェクト目標と変更した。一方、「対象地域」

での生産性向上に関する数値の把握は困難なため、具体的に数値把握の可能な「参加農家」

での生産性向上に絞った。 

 

(2) 上位目標の変更 

第二次事前評価調査 実施協議 

対象地域において普及活動を通じて米の生産

性が増大する。 

・対象地域において稲の生産性が向上する。

・対象地域において農家の所得が向上する。

第二次事前評価調査の案では、地域適応型技術パッケージの採用→普及→米の生産性の向上

という展開を想定していたが、プロジェクト目標の変更に伴い、理論構成を変更した。すな

わち、参加農家の農業技術を周辺農家が学習することにより、対象地域で生産性の底上げと

なる。さらに、生産性向上により、生産量増大による農業所得向上又は余剰時間の有効活用

による農業外所得向上を想定し、「農家の所得が向上する」と変更した。 

 

(3) 成果の変更 

第二次事前評価調査 実施協議 

1. 本所及び各支所において、地域適応型技術

パッケージが確立される 

2.  LGU（地方自治体）及び関係機関により普

及手法が習得される 

1. 本所及び各支所において、低投入・地域

適応型栽培体系が開発される 

2. 稲作技術を中心とした技術支援体制が対

象 3地域で構築される 

第二次事前評価調査では「地域適応型技術パッケージ」という言葉を用いていたが、具体的

な内容が分かりにくいため、「低投入・地域適応型栽培体系」という表現に変更した。 

第二次事前評価調査では「普及手法の習得」を成果としていたが、実施機関であるフィルラ

イスは普及活動を行う機関ではなく、技術面から普及の支援を行う機関であることから、「技

術支援体制の構築」という表現に変更した。 

 

(4) プロジェクト目標、成果の指標 

目標、成果等の変更に伴い、指標を再検討した。また、可能な範囲で指標の目標値を設定し

た。一部、数値の入っていない項目については、活動の実施過程で記載する予定である。 
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(5) その他（諸変更の理由） 

     プロジェクトの基本的な考え方を次のように変更した。 

     事前評価調査時は、農業技術に関する普及機能が円滑に機能しないフィリピンで、技術を

持ったフィルライス（研究組織）が「地域適応型技術パッケージ」を開発し、地方自治体（普

及員）と農家への研修を通じて技術を面的に普及させることを計画していた。 

しかしながら、実施協議段階で、組織に付与された業務を超えて活動を行うことは、自立発

展性を損なう原因になりかねないことが指摘された。そのため、フィルライスへの第Ⅱフェー

ズまでの協力成果を踏まえ、フィルライスが開発してきた基礎技術の実用化を目指し、①農家

圃場を活用した実証試験を通じて農家に適応可能なコストに留意した技術の開発を行う、②農

家の現場で直面する問題を研究部門にフィードバックさせるための仕組みを構築する、という

考え方の整理を行った。 

 



 
 
 
 

第２章 事前評価表 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

1.案件名 

フィリピン国 高生産性稲作技術地域展開計画 

2.協力概要 

（1）協力概要 

フィリピン稲研究所（以下、「フィルライス」）は、同国の基幹作物である稲の「研究開

発」と技術の「普及支援」を目的に 1985 年に設立された。フィルライスに対して、わが国

は当初から無償資金協力、技術協力を実施し、特に研究開発については、品種の育成、直

播栽培技術、農業機械化などの分野において成果をあげてきた。今回のプロジェクトは、

これらの成果を踏まえ、フィルライスの行う技術の普及支援分野への協力を実施し、農家

段階での実用化を目指すものである。技術の普及支援に当たっては、貧困稲作農家が導入

可能な、コストに留意した低投入・地域適応型の栽培体系の開発に重点を置くとともに、

農家の圃場において、実証試験を普及員（地方自治体）等の協力を得て実施する。 

本プロジェクトは、稲の生産性の向上によって、フィリピン国の稲の生産量の増大を図

るとともに、同国貧困層の 70％以上が生活する農村部の経済発展に寄与するものである。

 

（2）協力期間 ： 2004 年 7 月～2009 年 6 月（5年間） 

（3）協力総額（日本側） ： 約 5億円 

（4）協力相手先機関 

フィリピン稲研究所(Philippine Rice Research Institute)(通称フィルライス/PhilRice)

 

（5）国内協力機関 

農林水産省、独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構 

 

（6）裨益対象者及び規模 
対象地域 所轄支所 対象州 稲栽培面積 裨益農家数 

（農家数） 
ルソン島中部 フィルライ

ス本所 
ヌエバエシハ州 239,127ha 約 12,000 戸

(98,577 戸)
ルソン島北部 バタック 

支所 
イロコス・ノルテ州 
イロコス・スール州 
ラ・ウニオン州 

138,656ha 約 12,000 戸
(174,063 戸)

ミンダナオ島 
北東部 

アグサン 
支所 

アグサン・デル・ノルテ州
アグサン・デル・スール州

68,335ha *約 60 戸
(22,847 戸)

*1990 年代までの内戦の影響で開発の遅れているミンダナオ島では、プロジェクト前期に

品種の選抜・評価を行い、その成果を基にプロジェクト後期に実証試験を行うこととし

ている。そのため、プロジェクト期間中に開発された低投入・地域適用型栽培体系の展

示活動まで至らず、裨益農家数は他 2地区と比較して少ない。 

3.協力の必要性・位置付け 

（1）現状及び問題点 

フィリピン国において、農林水産業人口は全就業人口の 37.4％を占め、農林水産業部門
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は GDP の 14.5％を占めている。稲は基幹作物として、農業生産高の約 40％を占め、栽培面

積は全国で約 400 万 ha、その生産量は 910 万トン（精米ベース）であり、自給率は 88.8％

である（2003 年）。しかし、同国の基幹作物生産振興計画（GMA：Gunintuang Masaganang-Ani）

の米に関する GMA Rice Program によれば、2025 年には人口増加のため 1,557 万トンの需

要が見込まれ、深刻な米不足に見舞われることが予想されている。栽培面積の拡大による

生産拡大が見込めない中で、単位面積当たりの生産性向上による生産量の増大が喫緊の課

題となっている。 

一方、フィリピン国の貧困率（1 日 1 ドル未満で暮らす人口比率）は 14.6％で、アセア

ン主要国の中で最も高い。特に、貧困層の 70％以上（全人口の 10.2％以上）が農林水産業

に従事している。 

同国では、1985 年に大統領令によって稲作の「研究開発」と稲作技術の「普及支援」を

目的としたフィルライスが設立された。我が国は、同機関に対し 1988 年から無償資金協力

を 3年間実施し、研究施設・機材及び圃場の整備を行った。その後、1992 年から「フィリ

ピン稲研究所計画」を、続いて 1997 年から「高生産性稲作技術研究計画」を計 10 年間に

わたって実施してきた。この 10 年間のプロジェクトでは、基礎研究分野の整備・強化に重

点が置かれ、稲の新品種、直播栽培技術、機械化栽培技術等、フィリピンにおける基礎的

な稲栽培技術が開発され、その過程で、優秀な研究者が育成されてきている。 

今後は、これらの成果を活用した技術の普及支援が課題となっていることから、所管す

る支所を活用することにより、フィルライスが開発した基礎技術の実用化を目指し、(1)

農家の圃場を活用した実証試験を通じて農家に適応可能なコストに留意した技術（低投

入・地域適応型栽培体系）の開発を行うとともに、(2)農家の現場段階で直面する問題を研

究部門にフィードバックするためのシステムの構築が不可欠となっている。 

 

（2）相手国政府国家政策上の位置付け 

フィリピン中期開発計画（1999-2004）において、農業の近代化による農業生産性の向上

と貧困の緩和を重要課題として位置付けている。本件は、この方針と一致するものである。

 

（3）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

我が国の対フィリピン国別援助計画において、農業・農村開発は、貧困緩和及び地域間

格差の是正の一環として主要な課題となっており、農業技術の試験研究・普及への支援を

進めることを具体的方針として打ち出している。特に重点地域として、地域間格差の是正

のため北部ルソン、南部ルソン、ビサヤ諸島、ミンダナオ島を挙げている。 

また、JICA のフィリピン国別事業実施計画では、農林水産業の振興を「格差の是正（貧

困緩和と地域間格差の是正）」に資するものとして、開発課題の一つとして位置づけている。
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4.協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（1）協力の目標（アウトカム） 

＜協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）＞ 

参加農家での稲の生産性が向上する。 

＜指標・目標値＞ 

・フィルライスに実証圃場を提供した農家（ルソン島北部 3 箇所（各 20 戸）、ルソン島

中部 3 箇所（各 20 戸）、ミンダナオ北東部 3 箇所（各 20 戸））における、低投入・地

域適応型栽培体系を採用した面積の増加率 

・実証圃場を提供した農家の稲生産性の増加量 
・普及員に展示圃場を提供した農家数（ルソン島北部 60 戸、ルソン島中部 60 戸） 

・実証圃場を提供した農家の所得の増加率 

 

＜協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）＞ 

・対象地域において稲の生産性が向上する。 

・対象地域において農家の所得が向上する。 

＜指標・目標値＞ 

・対象地域における低投入・地域適応型栽培体系の採用農家数 

・低投入･地域適応型栽培体系を採用した農家の稲生産性の増加量 

・低投入･地域適応型栽培体系を採用した農家の所得の増加率 

             

（2）活動及びその成果（アウトプット） 

 ＜成果１＞ 

本所及び各支所において低投入・地域適応型栽培体系が開発される。 

＜活動＞ 

・実証圃場の選定、設置 

・実証圃場における実証、展示 

・実証結果のフィードバック及びそれに基づく改良 

  ＜指標・目標値＞ 

  ・実証圃場の収量の増加数量 

・本所、各支所で開発された低投入・地域適応型栽培体系数（各所 2種類以上×3地域

＝6種類以上） 

 

 ＜成果２＞ 

 稲作技術を中心とした技術支援体制が対象 3地域で構築される。 

＜活動＞ 

・対象３地域でのベースライン調査（農家経営、営農実態、水利組合の状況、流通状況）
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の実施 

・農家、関係機関スタッフ等への技術指導（ミンダナオにおいては、ARMM（ムスリム・

ミンダナオ自治区）を所管するミッドサヤフ支所を通じて、同地区に対する教材の提供、

技術指導等を実施する。） 

・ 関係機関（自治体、大学等）との情報共有のための「実証圃場協議会」の実施 

 

＜指標・目標値＞ 

・対象 3地域それぞれで開発された展示圃場運営方法、普及マニュアル（教材を含む）

・対象 3地域において技術指導を受けた普及員、関係機関スタッフの数 

 

（3）投入（インプット） 

ア 日本側（総額 約 5億円） 

a)専門家派遣 

長期：チーフアドバイサー/実証/普及（5 年）×1 名（ルソン島中部の実証/普及活動

も担当し、後半はルソン島北部

の活動のモニタリング・助言を

行う） 

業務調整員（5年）×1名 

評価・選抜（3年）×1名（ミンダナオ島北東部での活動を担当する） 

実証/普及（5 年） ×1 名（前半はルソン島北部、後半はミンダナオ島北東部を

担当する） 

短期：毎年 3名×3M/M 程度 

b) 機材供与 

車両、普及活動用 OA 機器、気象観測装置、圃場データ調査機器 

※機材購入に際しては、コスト削減に努める。 

c)研修員受け入れ 

毎年３名程度 

  d)プロジェクト活動費 

 

イ フィリピン国側 

a) カウンターパートの配置 

本所、バタック支所、アグサン支所における C/P 及び補助員の配置 

b)施設の提供 

本所：研究室、事務室、研修室、会議室および宿泊棟等、圃場 

バタック支所：同上 

アグサン支所：同上 

c)プロジェクト活動費 
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（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

 上位目標、プロジェクト目標達成のための外部条件 

a)異常気象が発生しない。 

b)病虫害が異常発生しない。 

c)フィリピン政府の米増産による食料自給優先政策が持続される。 

  

５．評価 5項目による評価結果 

（1）妥当性 

 本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

ア フィリピン政府は、歴代の政権においても、稲の生産性向上を重要課題と位置づけ、

様々なプログラムで稲作分野に財政支援を実施してきた。現政権においても、GMA によ

る稲作分野に対する予算的コミットメントがなされている。 

イ フィリピン国内の相対的貧困地域に位置するフィルライスの各支所（本案件では、ル

ソン北部、ミンダナオ北東部の 2 支所）が、稲の生産性向上を目指すことにより、我

が国のフィリピンに対する国別援助計画で示されている「地域間格差の是正」に資す

ることが期待される。 

ウ 本件は、日本による無償資金協力及び 10 年に亘るプロジェクト方式技術協力の研究成

果を活用し、その成果の地域農業への適用を図るものであり、カウンターパートのみ

ならず、貧困農家をはじめ全農家への裨益が期待できる。 

 

（2） 有効性 

本案件は、以下の理由から高い有効性が認められる。 

ア 実施機関であるフィルライスは、研究分野における成果を収めているが、農家のニー

ズに合致した生産技術の研究・開発に課題を残している。フィルライスが低投入・地

域適応型栽培体系を開発し、農家の圃場を利用した実証・展示活動を普及員（地方自

治体）等と連携しながら推進することにより、プロジェクト目標の達成が期待できる。

イ フィルライス各支所、普及員、農家及びその他農業関係機関の参加・協力により、実

施体制及び関係者の役割が明確になっている。 

 

（3） 効率性 

 本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

ア 本件は、過去の日本の協力により育成された研究者、本所での基礎研究の研究成果を

最大限に活用して、農家レベルで適応可能な費用対効果の大きい「低投入・地域適応

型栽培体系」を開発するものである。 

イ また、研究機関が普及員（地方自治体）を直接指導することにより、普及員（地方自

治体）及び関係機関スタッフの農業の技術指導力が高まり、人的資源の効率的な活用

につながる。 
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ウ 本所を含めた３地域を対象として、4名の専門家を効率的に配置する。 

 

（4）インパクト 

 本件の実施によるインパクトは、下記のように予測される。 

ア (1)伝統的な農業よりも生産性が高い低投入・地域適応型栽培体系を、貧困農家をはじ

め多くの農家が採用することにより、高い生産性の稲作技術が伝播していくこと、(2)

低投入・地域適応型栽培体系の活用により、効率的でばらつきの少ない技術指導を見

込めること、等の相乗効果から、上位目標の達成は可能と見込める。 

イ 本プロジェクトの活動成果は、フィルライスの他支所での活動に活用されるとともに、

実証圃場協議会等を通じて農業関連機関に共有され、他の地域での農業技術者研修等

に活用される。これらにより、フィリピン全土への展開が期待できる。 

 

（5）自立発展性 

本案件の自立発展性は、下記のとおり期待される。 

ア フィリピンの基幹作物であるコメの生産性向上は、自給率達成のために、農業政策上

の最重要課題のひとつとなっている。農業人口の多いフィリピンでは、今後も、この

方針を原則とするものと考えられる。 

イ 稲の研究機関であるフィルライスには、設立以来、継続的に人員と予算が配分され、

優秀な研究者が育ってきている。稲の重要性とそれを支える研究活動に鑑みれば、フ

ィリピン政府は今後もフィルライスを重要な機関と位置づけ、引き続き機能面、組織

面および予算面で必要な措置を講じると考えられる。 

ウ 農業を主たる産業としている地方自治体では、農業の政策が重要である。研究機関と

普及員（地方自治体）との連携を積極的に促進することによって、自治体独自の農業

支援策につながることが期待できる。 

エ プロジェクト終了後は、本プロジェクトの手法を他地域で実施する際の、農業省から

実施機関への財政支援が確約されており、プロジェクト成果を他の地域に展開するこ

とが十分期待できる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

（1）貧困：わが国のフィリピン国別援助計画において「貧困緩和及び地域間格差の是正」

の観点から重要視している北部ルソン、ミンダナオ島を対象地域に含むものであり、貧困

緩和に寄与するものである。 

（2）ジェンダー：農業に従事する人口の約 40％が女性であり（2000 年）、本件についても、

女性の参加を奨励するなどの配慮を行う。 

（3）環境：低投入・地域適応型栽培体系は、農家のコスト削減を図るため、化学肥料等の

施肥量を極力抑えた栽培体系を目指しており、地域の環境保全に資するものである。 
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７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「フィリピン農村生活改善研修強化計画（1996～2001）」では、プロジェクトを実施する際

には受益者の経済規模を考慮するべきであるとしている。本件においても、低投入・地域

適応型栽培体系の開発に当たって、農家の経済状況を含めたベースライン調査を十分に行

い、貧困農家が経済的にも導入可能なものとする。 

 

８．今後の評価計画 

（1）プロジェクト開始後３年経過時点（2007 年）：中間評価 

（2）プロジェクト終了の半年前（2009 年）：終了時評価 

  



 
 
 
 

第３章 プロジェクト・ドキュメント 
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フィリピン国 

高生産性稲作技術の地域展開計画 

 

プロジェクト・ドキュメント(案) 
 
１．序説  
 
 フィリピン農業において米は、国民の 80%以上が主食とする最重要作物であり、年間国

民一人当りの消費量は日本を上回る。しかしながら今後人口増加にともなう需要の増加が

見込まれ、深刻な米不足に見舞われることが予想されており、品種改良、機械化、栽培体

系の確立を通じた単収増が強く求められてきた。日本は、1985 年に大統領令によって設置

されたフィリピン稲研究所（Philippine Rice Research Institute、通称「フィルライス」）に対

し無償資金協力を実施し、1991年に研究施設を完成させ、1992年から 5年間のプロジェク

ト方式技術協力「フィリピン稲研究所計画」を実施した。その後小規模農家向け技術の研

究開発を目的として 1997年 8月から 5年間のプロジェクト方式技術協力「高生産性稲作技

術研究計画」を実施した。これらの協力の結果からフィルライス本所の研究開発能力は飛

躍的に向上した。しかし、収量は全国平均で 3.19t/ha（籾ベース）と低迷している。そのた

め、フィルライス本所の高い研究開発能力を一般農家の生産性向上に活かすような制度（稲

作地域の特性（気候、土壌、営農形態等）に即し、かつ農家が導入可能な低投入・地域適

応型の栽培体系の開発、及び農家レベルへの普及）が求められている。 

 これらの状況を受けてフィリピン政府は、地域の自然条件、営農状況に即した低投入・

地域適応型栽培体系及び農家レベルへの技術支援体制の確立を目的とした本技術協力プロ

ジェクトを日本国政府に対して要請した。本技術協力プロジェクトの要請自体は 2002年に

行なわれたが、その後第一次事前評価調査(2003年 9月)が実施され両国間においてプロジェ

クト内容に関する基本的合意を得たのち、第二次事前評価調査(2004年 2月)が実施され必要

に応じた協力内容の変更を加え、PDM の作成、およびプロジェクト実施機関との具体的活

動内容の確認等を通して、本プロジェクトドキュメントが作成された。 

 

 本プロジェクトドキュメントの構成は以下の通りである。 

 第 2 章においては、フィリピン国の社会状況、農業セクターの状況、および農業にかか

る国家政策について記載している。第 3 章では、本プロジェクトが対象とする課題につい

て現状を述べるとともに問題の分析を行った。また第 4 章では本プロジェクトの実施戦略

について、続く第 5 章ではプロジェクトの成果や活動内容などの詳細部分について触れて

いる。そして最終章の 6 章においては、本プロジェクトの妥当性について五つの側面から

検討している。 
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２．プロジェクト実施の背景 
 

２－１ フィリピン国の社会情勢等 

 

2001年 1月に誕生したアロヨ政権は、貧困対策と雇用拡大を重要政策とし、「社会的公平

を伴った持続可能な発展および成長」を目標とする中期開発計画（Medium Term Philippine 

Development Plan, 1999-2004）の改訂版を公表した。それによると、市場経済の活用、自由

化等の路線は継承しつつも、貧困（特に地方部）の削減と所得の分配の改善により「社会

的公平を伴った持続可能な発展及び成長」を図るとしており、そのための手段として農業

近代化等を中心とする地方開発の加速化、教育、保健、福祉、住宅供給等の弱者に対する

基本的社会サービスの提供、持続的インフラ開発、国際競争政策の促進、マクロ経済の安

定確保及びガバナンスの向上が中心課題として取り上げられている。また、貧困対策等の

実施による社会的公平の確保、環境及び生態学的な持続可能性の実現、住民の主体性・能

力の発揮（エンパワーメント）及び性別間の公平性（ジェンダー）配慮、政府の責任と透

明性の向上も重要な視点としている。 

 

治安に関しては米軍との合同演習や本格的なテロ組織掃討作戦を展開すると同時にムス

リム反政府勢力との和平交渉を行なっているが治安の安定には至っていない。 

 

フィリピンの人口は 2000年の国勢調査で 76,498,735人であり、2003年の推定人口は 81.08

百万人である。人口増加率は 1991 年から 1995年までは年平均 2.32%であり、1995 年から

2000年においては年平均 2.36%であった。 

 

2002年の GDP成長率は 9.5％、農業、工業、サービスの各セクターの成長率は、それぞ

れ 7.91％、9.78％、9.78％であった。なお、多発するテロ事件や国軍の一部勢力の叛乱など

による社会不安が結果として通貨ペソの対米ドル最安値を更新させている。 

 

表 2-1.1 フィリピンの GDPおよび GNP（1998-2002） 

 1998 1999 2000 2001 2002 

GDP（単位：百万ペソ） 2,665,060 2,976,905 3,354,727 3,673,687 4,022,694 

GDP成長率（％） 10.07 11.70 12.69 9.51 9.50 

  農林水産業 451,645 510,494 528,868 548,739 592,141 

成長率（％） -0.12 13.03 3.60 3.76 7.91 

  製造業 838,367 911,074 108,2431 1,191,707 1,308,219 
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成長率（％） 7.51 8.67 18.80 10.01 9.78 

  サービス業 1,375,048 1,555,337 1,743,428 1,933,241 2,122,334 

成長率（％） 15.65 13.11 12.09 10.89 9.78 

GNP（単位：百万ペソ） 2,802,132 3,136,169 3,566,059 3,918,679 4,290,199 

GNP成長率（％） 11.07 11.92 13.71 9.89 9.48 

       出所：フィリピン国家統計調整委員会(NSCB)資料 

 

２－２ 対象セクター全体の状況 

 

２－２－１ 農業生産の現況 

 

フィリピンの農業生産は、国内向けの主要穀物（米、とうもろこし等）生産と輸出用の

換金作物（ココナッツ、サトウキビ、バナナ、マンゴー等）生産に大別される。 

米の需要は、一人当たりおよそ 120kg/年に達し、2002年の国内消費は約 955万トンであ

った。生産は、1998 年にエルニーニョの影響と台風被害によって 855 万トンまで減少し、

その後徐々に回復してはいるものの 2002年には 863万トンであり、消費量の 90%にとどま

っている。一方、米の輸入は精米ベースで 1998 年の緊急輸入の 213 万トンから 2000 年に

は 61万トンにまで減少したが、2001年には 75万トンとふたたび上昇している。 

とうもろこしは 1970-80年代の増産政策で 93年に 480万トンの生産量を記録したが、近

年は 450 万トン程度で推移している。減産に転じた要因は、収益性が向上しないために伝

統的トウモロコシ生産地帯であるミンダナオ等の畑作地帯で収益性の高い商品作物への転

換が進んだことによる。 

ココナッツは最も重要な輸出作物であり、世界最大の生産国としてフィリピンの就労人

口の約 3 分の 1 がココナッツ関連産業に関係していると言われている。近年ココナツ油の

価格が低迷していることから化石燃料の代替品としての利用まで検討されるに至っている。

サトウキビは、主に米国向け輸出品として、多くはネグロス島と中部ルソンの大規模農場

で生産されているが、これも国際価格の低迷により生産が減少している。バナナはパイナ

ップルと共に主にプランテーションによって主としてミンダナオ島において商業的栽培が

行われている。 

 

表 2-2.1 フィリピンの主要農産物生産の状況 

 1998 1999 2000 2001 

米（籾） ＜千トン＞ 8,554.8 11,786.6 12,389.4 12,954.9 

 収穫面積＜千 ha＞ 3,170.0 3,999.8 4,038.1 4,065.4 

とうもろこし＜千トン＞ 3,823.2 4,584.6 4,511.1 4,525.0 
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 収穫面積＜千 ha＞ 2,354.2 2,642.2 2,510.3 2,486.6 

ココナッツ＜千トン＞ 12,806.4 12,504.0 12,499.1 13,207.8 

 収穫面積＜千 ha＞ 3,134.4 3,115.8 3,118.8 3,119.6 

サトウキビ＜千トン＞ 17,333.4 23,777.8 23,518.5 24,961.7 

 収穫面積＜千 ha＞ 343.6 375.3 372.1 387.1 

バナナ    ＜千トン＞ 3,492.6 3,869.2 4,155.7 5,060.8 

 収穫面積＜千 ha＞ 327.6 342.4 348.0 386.5 

       出典：国家統計委員会 「フィリピン統計年鑑(2002)」  

 
   
２－２－２ 農業開発の阻害要因 

 

フィリピンにおける農業開発の主要な阻害要因としては下記の事項が考えられる。 

 

1)伝統的低生産性農業の継続 

農家への営農指導が非効率的に行われていること、遠隔地に位置する農地が多いこと、

広報手段が限られていること等の理由から、農家の多くが改良された栽培技術につい

ての知識に接する機会が限られており、その結果として多くの農民が因習的な生産性

の低い従来の営農手法を継続している。 

2)不良土壌 

フィリピンの農地のうち約 930 万 ha は、農業生産性が低い土壌とされており、安定

した生産性の高い農業の展開を困難にしている要因の 1つとされている。原因として

は、①土壌肥沃度が低いこと、②傾斜地が多いこと、③水不足があること、④微量要

素が不足していることなどが挙げられるが、地域によりその原因は異なる。 

3)灌漑事業の沈滞化 

1991年の地方自治法の施行により灌漑面積 1,000ha以下の小規模灌漑施設の建設は地

方自治体に移管されたが、自治体の財政基盤の脆弱さから新規の小規模灌漑施設の建

設は停滞している。また 1960 年代に多くが建設された大規模な国家灌漑施設も取水

施設や送水施設が老朽化し機能の低下を生じているが、中央政府の財政不足により改

修事業の実施規模は縮小傾向にある。 

4)収穫後処理および流通 

主要な農産物である米については、天日乾燥および精米、集荷および輸送の過程で多

くの収穫後損失が生じる。また、農地の多くが山間部もしくは市場から遠隔地にあり、

農道や市場アクセス道路の不備から適切な市場輸送が困難であると同時に高額な輸

送コストが農家の家計に大きな負担となっており、これらの要因は輸送手段を有する

民間仲買人による買い取り価格支配を生じ農家の生計向上を抑制する一因となって
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いる。 

 
２－２－３ 農業普及 

 
地方への効果的かつ効率的な分権を行なうべく 1991 年に施行された地方自治法により、

政府事業としての農業普及活動はそれまでの農業省から地方自治体へと移管された。これ

により、州(Province)、市（City）及び町（Municipality）の首長が地方における農業政策の

責任者となり、それぞれの自治体政府の農業局（Agricultural Office）が実際の農業開発の担

当者となった。しかしながら、これら農業局が域内のさまざまな営農条件すべてに対応し

た農業普及に対応出来得る技術力及び予算を有していることは稀であり、豊富な技術を有

する普及員を数多く継続的に雇用している地方自治体が少ないことから地方自治体による

農業普及には限界があり、実際は中央官庁がそれぞれの特定分野において地方自治体に対

する支援／技術指導を行なっている。 

 

２－２－４ 農村社会 

 

フィリピンにおける全就労者数約 2,770万人のうち約 4割にあたる 1,040万人が農業従事

者（2001 年統計）である。本件の対象地域である、北部ルソン、中部ルソン、北東ミンダ

ナオのうち代表州（イロコススール州、ヌエバエシハ州、アグサンノルテ州）を例とした

農家経済状況の概略は下記の通りである。 

地域 北部ルソン 中部ルソン 北東ミンダナオ 

州 イロコス・スール州 ヌエバエシハ州 アグサン・ノルテ州 

一戸当り平均人数 5 5 6 

平均収入（稲作農家） P 73,654 P115,114 P 69,953 

稲作収入 P 38,200 P 99,226 P 48,138 

稲作労働収入*1 P   575 P  2,438 P   903 

野菜収入 P 11,054 P   783 P  6,277 

野菜労働収入*2 P   536 P     0 P    37 

農外収入 P 23,290 P 12,667 P 14,599 

貧困ライン以下農家*3 30.6% 27.3% 39.9% 

農業収入/支出比率 0.47(雨期) 

0.58(乾期) 

0.72(雨期) 

1.38(乾期) 

0.97(雨期) 

0.70(乾期) 
 *1：自家所有農地以外での農作業により得た収入 
 *2：同上 
 *3：全体家庭数／収入が 2000年の全国平均貧困ライン収入（12,232ペソ）を下回る家庭数 

  (全国では 2000年で 47.4%) 
出所：フィルライス社会経済調査部資料 
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２－３ フィリピン政府の戦略 

 

1)フィリピン中期開発計画（1999-2004） 

 

  フィリピン政府は農業セクターの開発につき、前述のフィリピン中期開発計画（1999 年

～2004年）において下記のような方針を定めている。 

 

中期開発計画期間中に持続的な地域開発を重点的に実施するために、農業および漁業の

近代化および住民のニーズに対応した地域経済の創出を開発の基本方針とする。具体的に

は農漁業近代化に対応した食糧保障、需要へ対応した生産体制の充実化を図り、近代化に

より農業セクターをダイナミックな市場主導型へと移行させ新農業技術の受容性および国

際競争力の向上を図る。資源の有効活用、持続性および社会公平性を考慮すると同時に民

間セクターおよび地域共同体の活発な参加を促進する。これらの視点による調和のとれた

継続的な方針は貧困の低減に対して有効な手段となる。2004 年までの開発シナリオとして

は、生産者の地域共同体および市場への視点を向けての意識改革による企業的経営への移

行努力（競争力の強化）による、資源の適切な管理による持続性のある生産活動の充実の

ために、農業従事者への情報提供により的確な農業経営判断、農業技術の選択、高販売価

格のための販売市場選択が可能となるようにする。農業協同組合および農産業会社、村落

組織の統合を推進して地域開発の核とし、受益者、農業経営者、技術提供者、地場産業が

共同で農産業の確固とした基盤づくりを全国的に展開する。 

地方における農業生産性向上のためには近代的な農業技術、適切な価格の農業資材、イ

ンフラ開発などの支援サービス、小規模金融、流通支援の充実化を図る。向上した農業生

産性は収入を拡大し生計を向上させ貧困撲滅に寄与する。高生産性の長期的な持続は自然

資源の適切な管理、村落共同体の発展により確保される。 

これらのシナリオの実現のためには下記のような目標の達成が必要である。 

1) 地域における農漁業従事者の農業／非農業選択可能な雇用機会の拡大による地域

における経済の活性化 

2) 近代的かつ適正な技術および持続的な営農手法、適切かつ効果的な支援および未

利用資源活用を通じた生産性／生産量の拡大 

3) 農地改革による土地資源、海洋資源等の自然資源開発による高生産性資源の拡大

と公平な分配 

4) 訓練及び普及活動を通じた組織力の強化による農業受益者の啓蒙 

5) 競争力強化にむけた規制緩和 
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6) 農業セクター開発のための資本投下量の拡大 

7) インフラの整備、金融システム整備による投資コストダウンを通じての民間セク

ターの参入誘致 

8) 環境保全型開発による自然資源の保護を考慮した持続的セクター開発を通じた資

源の有効活用 

 

2)GMAライス・プログラム 

 

  一方、1998 年に前政権下にて開始された基幹作物の増産のためのプログラムである

Agrikulturang MakaMASAは 2002年には Ginintuang Masaganang-Ani （GMA）と名称を変更

し、米、とうもろこし、畜産、ココナツ、サトウキビ、高付加価値作物を対象として生産

振興、補助事業を行なっている。そのうち米増産分野（通称 GMAライス）の 2004年の目

標は下記の通りである。 

 

方向性： 米の生産量増大および農家収入の拡大、国内消費量に見合う自給の達成および

農業セクターでの雇用拡大 

目標値： 1)2004年末までの米生産量 14.98百万トン～15.48百万トンの達成 

  （注：15.48百万トンで米自給率 100%達成） 

  2)籾生産量の 9%増大 

  3)農家収入の最低 10%拡大 

  4)収穫後処理損失を 1%減少 

  5)特にハイブリッド米を中心とする種子生産における雇用創出 

 

 
２－４ 過去･現在において行なわれている政府その他団体の対象分野関連事業 

 

フィリピンにおける農業関連政府機関による普及活動には主として下記がある。 

 

1) 農業研修局（ATI）は 農漁業セクターにおける農業普及に関する実施・調整機関であり、

地域における普及活動、研修及び訓練のニーズに対応して普及員、農業従事者及び関係

者への研修の実施を行い、普及活動を通じての営農技術の広域拡散を目指している。そ

の活動プログラムのうち主たるものは下記の通り。 

- 地方自治体の能力向上 

- 普及技術の体系化 

- 技術移転 
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- 技術展示  

- 技術情報の伝播システム開発  

- モニタリング・評価  

- 民間の普及関連研修機関の認定  

 

2) 収穫後処理研究普及局(BPRE)は収穫後処理機材・施設の研究開発および普及を目的とし、

フィリピンにおける農産物の収穫後処理技術向上に取り組んでいる。その主な普及活動

は下記の通り。 

- 収穫後処理産業支援プログラム 

- 穀物収穫後処理技術の普及および商業化支援 

- 収穫後処理技術展示センターでの実証展示活動 

 

3) 特定の農産生産物を専門とする国家機関も、その生産物の栽培技術普及に取り組んでい

る。その主要なものは下記の通り。 

 

国家タバコ庁（NTA） – 市場状況に対応したタバコ生産促進および調整を行なっており、

市場の需要に対応できる栽培技術の普及活動を行なっている。 

 

フィリピンココナッツ庁（PCAもしくは Philcoa）– ココナツ栽培に必要な投入材の補助、

最新技術の実証試験およびココナツ農家への技術伝播を行なっている。 

 

砂糖調整庁 (SRA) – 生産調整および普及支援、価格安定化を主眼とした研究開発および

生産者への技術支援を行なっている。 

 

フィルライス（PhilRice）－ 米の研究開発を行なう国家機関であり、生産性向上による

米の自給達成を目標として、生産性、収益性、持続性向上への取り組みを行なっている。 
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３．対象開発課題（プロジェクト対象問題）とその現状 
 
３－１ 当該対象課題の制度的枠組み 

 
３－１－１ フィリピン国の農業技術普及への取り組み 

 

前述の通り 1991年に施行された地方自治法により、政府事業としての農業普及活動はそ

れまでの農業省から地方自治体へと移管され自治体の首長が地方における農業政策の責任

者となり、それぞれの自治体政府の農業局（Agricultural Office）が実際の農業開発の担当者

となった。しかしながら、これら農業局が域内のさまざまな営農条件すべてに対応した農

業普及に対応出来得る技術力及び予算を有している自治体は少数であり、豊富な技術を有

する普及員を数多く継続的に雇用している地方自治体が少ないことから地方自治体による

農業普及には限界があると指摘されている。 

 

これに対して政府は 1997年に共和国法第 8435号、農漁業近代化法（AFMA）を制定し、

自然資源活用型の農漁業を技術活用型へと発展させるため農業技術普及の再活性化及び強

化を図っている。この法律により、農業省は関連国家機関と協調して農漁業技術普及シス

テム（National Extension System for Agriculture and Fisheries, NESAF)を立ち上げ地方自治体お

よび民間による普及活動の不足する部分を補うべく努力しているが、実際には前述の自治

体による普及体制の脆弱さをカバーしきれていないのが現状である。 

 

これらの取り組みとは別に、農業省は穀物、野菜、果実、畜産／水産といった項目別、

また農学、ポストハーベスト、灌漑水管理、土壌改良といった分野別での研究開発普及ネ

ットワーク（RDE Network）を組織し、全体の活動調整を農業研究局(BAR)が行なっている。 

 
３－１－２ フィルライスの設立目的／義務 

 
フィルライスは 1985年 11月の大統領令第 1061号及び 1986年の大統領令第60号により、

稲作の研究開発と技術の普及支援を目的として設立された。 

設立時のフィルライスの任務は下記の通りであった。 
� 米生産による便益の持続化および発展 
� フィリピンの小規模稲作農家の生計向上 
� 稲作発展を通じての地方における雇用機会の拡大および経済活性化 
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� 米の自給達成による国民福祉の進展 
� 稲研究者、普及員に対する研修計画の策定と展開 

 
フィルライスは設立時から農業省の下部機関であったが、その後 2002年 3月の大統領令

第 76号により、現政権の推進するハイブリッド米増産プログラムに対応するために大統領

府直属の機関へと移管された。この時点においてフィルライスの任務には、ハイブリッド

米増産プログラムの担当機関としてその増産技術、利用促進を担当することが追加されて

いる。なお、その後ハイブリッド米の推進主体が大統領府から農業省に移管したことに対

応して、2003年 6月の大統領令第 219号にてフィルライスは再び農業省の下部機関となっ

ている。 

  その後はマンデートの変更／追加、フィリピン政府内での位置付け、組織面での変革等

は検討されていない。 

 
３－１－３ フィルライスの組織体制 
 
フィルライスは首都マニラの北方約 140km、ルソン島中部ヌエバエシハ州ムニョス所在

の本所に加えて 6つの支所（北よりバタック、イサベラ、ロス・バニョス、ネグロス、ア

グサン、ミドサヤップ）があり、本所に 589名、支所に計 306名の常勤職員を抱えている。 

 

図 3-1.1  フィルライス組織図（主要部署のみ）  
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 またフィルライス職員の職種別構成は下表の通りである。 
 

表3-1.1：フィルライス職員の職種別構成（2004年1月現在） 

 本所 支所（計） 合計 

研究職 163 56 219 

事務職 89 53 142 

その他（作業員他） 34 15 49 

 
 
３－１－４ フィルライスの活動内容 

 
フィルライスが現在行なっている主要な研究活動は下記の通りである。（普及支援関連に

ついては後述。） 
 

1) 平野部灌漑地域における水稲直播栽培の改善・改良 

2005年までに、目標の品質を維持し 9～10 t/haの収量を得るために従来の方法と最

新技術を組み合わせ、栽培技術の改良を図る。 

� 従来の栽培技術の総合化と改良（品種、直播栽培対する助言、農村集落レベルの

総合化・モデル事業） 

 

2) 平野部灌漑地域における移植栽培の改善・改良 

技術改良を進め、農家圃場の現地試験で 2003年までに 5 t/ha、 2005年までに 6t/ha

の収量が得られる技術を開発する。 

� 平野部灌漑地域の移植栽培向に適応した低コスト、資源有効利用、多収技術の開

発（品種、肥培管理、主要病虫害防除のための総合防除技術） 

� 適地適作技術の開発 
 

3) ハイブリッドライスの開発 

平均 15%の収量増、さらには農家の生産性向上や競争力強化、そして将来における

米自給率を高めるためのハイブリッドライスを開発する。 

� ハイブリッドライス遺伝資源の改良（三系法または二系法のハイブリッドやその

親の改良、病虫害抵抗性遺伝子の導入、種子生産における種子純度維持） 

� ハイブリッドの栽培法およびポストハーベステングの改良（栽培法、農機具） 

 

4) 不良環境における水田の高度利用  

天水依存の低地と高地、山岳高冷地、塩害地、痩せ地の不良環境地域を、経済的に

自立し競争力があり持続性のある多様な農業地帯に変換するための地域特有技術を
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開発する。 

� 天水依存の低地水田の高度利用 

� 陸稲地帯における多様な土地利用  

� 塩害地帯における水田高度利用技術の開発 

� 山岳高冷地における水田高度利用技術の開発 

 

5) 米および水田裏作作物の付加価値向上 

高品質・高付加価値産物の開発を通じて、水田農業の生産力と収益性を高めること

を支援する。 

 

３－１－５ フィリピン国の他機関／組織との関連性 

 
フィルライスは参加 57 機関／団体からなる「米研究開発ネットワーク」(Rice R&D 

Network)の頂点に立つリード機関であり、他にも参加 95機関/団体からなる「稲種子ネット

ワーク」(Rice Seed Network)や「ハイブリッド米種子産業評議会」(Hybrid Rice Seed Industry 

Council)の主要メンバー機関である。近年（直近５年間）、フィルライスが共同で研究、支

援および連携を行なっている他のフィリピン政府機関／組織のうち主要なものは下記の通

りである。 

   － 政府機関： 農業省(DA)、農業省地方局、農業統計局(BAS)、農業研究局(BAR)、植物

局(BPI)、国家灌漑庁(NIA)、労働雇用省（DOLE）、科学技術省（DOST） 

   － 大学および教育機関 

   － 民間団体および民間企業 

 
３－１－６ 我が国の他協力事業との関連性 

 
現在我が国がフィリピンにおいて実施中の事業のうち農業セクターに関連するものは下

記の通りである。（2004年 3月現在） 

1) 技術協力プロジェクト／専門家派遣 

－農民参加によるマージナルランドの環境及び生産管理計画 

－農協強化を通じた農民所得向上計画 

－フィリピン水牛及び肉用牛改良計画 

－長期個別専門家派遣（農業省１名、農地改革省１名、国家灌漑庁２名） 

2) 開発調査 

（現在実施中の案件は無し） 

3) 無償資金協力 
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－カガヤン川灌漑施設改修計画 

4) 有償資金協力 

－カトビック農業総合開発事業 

－ミンダナオ農地改革入植地開発事業 

－農地改革インフラ整備事業（フェーズ II） 

 

上記のうち、本件に関連が深く、連携が重要となるものは技術協力プロジェクトの「農

民参加によるマージナルランドの環境及び生産管理計画」である。この事業においてはパ

イロット・マージナルランド（3つのテクノデモファームがある広域流水域）における持続

的安定農業生産に資する土壌・水管理技術の開発を上位目標に、またテクノデモファーム

およびそれらの小流域に適した土壌・水管理システムの開発をプロジェクト目標としてい

る。本案件と協力の方向性は一致しており、研究データの交換等も行われている。この事

業では土壌管理、水管理という観点から不良土壌のための技術開発を主眼としているのに

対し、本件では品種改良の視点から高生産性稲作栽培技術の地域展開を目指している点が

相違点である。 

 
 
３－２ 対象開発問題とその現状 

 
３－２－１ ルソン島中部 
 
ルソン島中部は PhilRice本所が位置している地域で水田面積は 331千 ha、うち二期作可
能な灌漑面積は 203 千 ha(61%)であり、フィリピンの米櫃と言われている。稲作は、雨の
少ない 1～6 月の乾季作、雨の多い 6～12 月の雨季作に分かれる。平均収量は乾季作が
4.4t/ha、雨季作が 3.9t/haと日照量の多い乾季作が高い。乾季作では、灌漑水を用いた湛水
直播栽培が広く行われており、天候良好で収量も高く問題は少ない。一方、雨季作は播種

期の天候が不良で直播栽培では苗立ちに問題があり、移植栽培が多い。また、雨季作特有

の白葉枯れ病が発生し、ハイブリッド等の抵抗性弱品種は被害が多い。 
 
試験場内の結果では、乾季作で 7.0/t/ha、雨季作で 5.0t/ha以上の収量が得られている。

主要普及品種は食味の良い“IR64”であるが、食味が同程度でより多収の“PJ17”等の品
種も育成されている。また多収性のハイブリッドも普及が進みつつある。こうした多収品

種とそれらに適合した栽培技術を用いるならば、農家圃場で現状より 1.0t/ha 以上多収の
5.0～5.5t/haの収量も可能である。 
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３－２－２ ルソン島北部 
 
  ルソン島北部の気候は、乾季は 11～5月の 7カ月、雨季は 6～10月の 5カ月と乾季が長い。

特に 12月～4月の乾季の月別雨量は 20mm以下であり、農業用水の確保が稲作の最大制限

要因となっている。このため、雨季の稲作付面積は 284千 haであるが、乾季の稲作付面積

は 70千 ha（25％）と他地域（例えばルソン島中部の 61%）に比較して少ない。また１農家

当たりの経営面積は 0.5haと小さいため、耕地利用率を高めることが収入増加の方法となる。

このため、溜め池や井戸水を利用した畑作物栽培が行われているが水量は十分でない。な

お、これらの作物栽培の他、果樹栽培、淡水魚、豚、鶏の飼育も盛んであり、農民の経営

改善意欲は高い。これらのことから水と耕地面積が生産拡大の主要制限要因となっており、

栽培法の改善による水稲増収の他、水を効率的に使った乾季作の畑作栽培の改善が求めら

れている。 

 

稲作の収量は 3.4t/haである。低収要因は、収量が不安定な極早生品種の利用、乾田直播

栽培による苗立ち不安定、等が考えられる。試験場内の結果では 5.0t/ha 以上の収量も得ら

れている。また最近、PJ7等の早生多収品種も開発されており、これら多収品種に栽培法の

改善を加えるならば、農家圃場で現状より 1.0t/ha以上多収の 4.5t/haの収量も可能である。 

  
３－２－３ ミンダナオ北東部 
 
ミンダナオ北東部（カラガ地域）は熱帯雨林に属し、一年を通し雨があり乾季は無い。

稲作付面積は、1～6月の第１期作は 69千 ha、7～12月の第２期作は 49千 haで、年２作の

ところが多い。１年を通して稲作が行われるため、病虫害が次期作に引き継がれ拡大され

る傾向があり、病気ではウイルスによるツングロ病、細菌による白葉枯病、虫害ではメイ

チュウ、クロカメムシ等が多発し、無防除となると収穫皆無となる圃場もめずらしくない。

虫害は殺虫剤で防除するが利用されるがコストの面からも多用はできない。この他、低日

照条件と洪水害が加わり、さらにはカリウム欠乏や亜鉛欠乏地域もあり、稲作は極めて不

安定である。収量は、第１期作が 2.7t/ha、第２期作が 2.8t/haである。 

 

以上のことから、低日照条件に適した病虫害抵抗性品種の開発が求められている。そこ

で最近、低日照条件（本地域）に適した多収品種「アンジェリカ」が育成され普及に移さ

れているが、その病中害抵抗性や食味は不十分であり改善が求められている。また、メイ

チュウについては、圃場での観察と予測による農薬の効率的利用による防除法も開発され

ている。「アンジェリカ」の耐病虫性と食味を改良した多収品種を開発し、それらに適合し

た栽培技術、虫害防除技術を用いるならば、農家圃場で現状より 1.0t/ha 以上多収の 4.0t/ha



 
 
 

 

 
115 

の収量も可能であろう。 
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４．プロジェクト戦略 
 
本件は約 15年にわたる日本の協力の成果を踏まえ、フィルライスの行なう技術の普及支

援分野への協力を実施し、農家段階での実用化を目指すものである。技術の普及支援に当

っては、貧困稲作農家が導入可能な、コストに留意した低投入・地域適応型の栽培体系の

開発に重点を置くとともに、農家の圃場において、普及員（地方自治体）等の協力を得て

実証試験を実施する。 

具体的なアプローチは以下のとおり。 

 

1) 技術パッケージに向けての品種の評価・選抜（アグサン支所のみ） 

 本件の対象地域のうち、アグサン支所の管轄するミンダナオ北東部においては病虫害

に対して大きな効果がある耐病虫性品種の開発がなされておらず、その他の病害虫防除

対策についても確立していないため、同支所の圃場にて品種の評価・選抜を行なう。既

に低日照耐性品種として改良された「アンジェリカ」をベースに耐病虫性を付与する方

針のため、この品種の評価・選抜に関する活動はプロジェクト開始後３年間で完了する

ことを想定している。 

 

2) 低投入・地域適応型栽培体系の開発及び農家圃場における実証・技術指導 

 本所およびバタック支所においてはプロジェクトの初期段階より、またアグサン支所

においては上記の品種開発が実証レベルに達すると予想される３年目終了時点から、フ

ィルライスが主導しての技術体系の実証活動を実証圃場において実施する。実証を通じ

て抽出された現場レベルでの問題・課題は、逐一フィルライスの研究部門にフィードバ

ックされ、その度に、それに基づいた栽培体系の開発を行う。 

 また、農家圃場では実証活動と同時に、関係機関スタッフ（普及員等）、農家への技術

指導を行う。特に、地方自治体の普及員は、技術指導を受けた後、独自に展示圃場を設

置することが期待されており、その際に必要となる技術ノウハウ、運営管理について指

導する。 

 

3) 他機関／他地域への栽培体系の伝播 

 上記により設営された実証圃場の運営を円滑に行なうために「実証圃場協議会」(TDF 

Implementation Committee)を設立する。この協議会は対象地域の各州ごとに設立され、圃

場の位置する町（Municipality）の農業局長を議長として、DA-RFU、RIARCs、州政府、

大学及び研究機関がメンバーとなることで、実証圃場における成果が関係機関と共有さ

れることになる。また、これらの成果は ATIの訓練プログラムの一部として組み込まれ
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ることにより州外（他州）へと伝播していくことが図られる。 

 

 

4) 普及員（地方自治体）による展示圃場の設置 

 協力期間終了までに本所およびバタック支所管轄の対象地域において、a)上述の実証

圃場で開発された低投入・地域適応型栽培体系を用い、b)普及員、農家等への技術指導

の成果を活用して、普及員（地方自治体）が独自の資源を用いて展示圃場を設置する。

（詳細は 5-4「活動の実施戦略」にて後述。） 

 

 

 

上記に述べたような本件におけるアプローチの全体概念図を図 4.1-1に示す。 

 

図4-1.1 プロジェクト全体概念図 
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５．プロジェクト基本計画 
 
５－１ スーパーゴール及び上位目標 

 
プロジェクトのスーパーゴールは長期的な究極の目標であり、上位目標が達成された後

に長時間を経て達成が期待できる開発効果を示している。本件においては、フィリピン政

府の農業政策（特に GMA Rice Program）において食糧自給が究極のゴールとされているこ

とから、スーパーゴールを「フィリピンにおいて米の自給が達成される」とした。 

これについては、プロジェクト目標から上位目標に到達するための外部条件より多くの

外部条件が想定される。2002年における米の全国生産量は約 8.62百万トンであり、一方同

じく 2002年の米の全国消費量は約 9.55百万トンであったため自給率は約 90%（農業省デー

タでは約 92%）であった。人口増加率その他の要素を無視した仮定で単純計算すると、不

足量 0.93 百万トンの増産を全国の稲作面積（作付面積）4.05 百万ヘクタールで行なうには

全国平均でヘクタール当たり 0.23 トン増産することで不足量を補い自給を達成できる計算

になるが、米の自給は生産性向上のみならず人口増加／減少等(稲作農家数の増加／減少等)

の社会経済状況、気象条件、病害虫の発生状況、インフラ設備の建設／老化による灌漑面

積の増大／減少、米の国際価格と輸入量の関係などの複数の条件を考慮する必要がある。 

 

  プロジェクトの上位目標はプロジェクト目標が達成された結果として、ある一定の時間

を経て達成が期待される開発効果を意味している。本プロジェクトでは、これまでの協力

の成果を農家レベルで導入可能なものとして実用化するため、農家圃場において、普及員

（地方自治体）等の協力を得て実証試験を行なう。更に次段階として、普及員等が独自に

展示圃場を設置し、そこから学んだ農家が低投入・地域適応型栽培体系を導入することで、

現場レベルでの生産性向上が図られることになる。従って、上位目標は今回プロジェクト

の活動場所となるフィルライス本所、バタック支所およびアグサン支所の対象地域である

それぞれ中部ルソン 1 州、北部ルソン 3 州、北東ミンダナオ 2 州の計 6州における生産性

及び農家所得を指標として、上位目標を「対象地域において稲の生産性が向上する」及び

「対象地域において農家の所得が向上する」と設定した。 

  

 

５－２ プロジェクト目標 

 
 本プロジェクトでは、上述のとおり、農家の圃場での実証活動を通じて、貧困稲作農家

が導入可能な、コストに留意した低投入・地域適応型の栽培体系を開発することに重点を
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置いている。従って、プロジェクト目標は「参加農家での稲の生産性が向上する」と設定

した。ここで言う参加農家とは、プロジェクトで実証活動を行なうための圃場を提供した

農家である。 
 
 
 
５－３ 成果と活動 

 
５－３－１ 成果１と活動  

           （本所及び支所における低投入・地域適応型栽培体系の開発） 

 
フィルライス本所においては、低コスト直播栽培等の肥培管理、農業機械をパッケージ

にした灌漑地向け多収型展示が実証展示圃場において行われる。この結果、それぞれの展

示圃場に適合した低地灌漑地向け集約型多収栽培技術が確立する。 

 

バタック支所においては、適応品種、作付け体系、肥培管理、病虫害防除、水管理、農

業機械をパッケージにした天水田向け展示が実証展示圃場において行われる。稲作後は主

として地下水や溜め池の水を利用した野菜が栽培される。これらの結果、それぞれの展示

圃場に適合した天水田地帯向け水田高度利用技術が確立する。 

 

アグサン支所においては、初めに低日照に適応した良食味の病虫害抵抗性品種が評価・

選抜される。また支所内において同時に、既存の適応性品種、病虫害防除、肥培管理をパ

ッケージにした実証展示圃場が作られる。その後、新しく開発した品種をパッケージにし

た展示が実証展示圃場において行われる。また実証展示圃場において MOETや緑色素計に

よる栄養診断、メイチュウ予測モデルの利用が行われる。これらの結果、それぞれの圃場

に適合した低日照地帯向け改良型多収栽培技術が確立する。 

 

 

５－３－２ 成果２と活動 

（稲作技術を中心とした技術支援体制の構築） 
 
以上の実証圃場活動を通じて、実証圃場のあるそれぞれの地域に適合した稲作栽培マニ

ュアル（稲作暦）や教材が作られる。また、普及員・農家等への研修も行われる。これら

の結果、普及員による新たな展示圃場や稲作栽培マニュアル・教材が独自に作られ、フィ

ルライスが開発した稲作技術の普及が進む。 
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５－４ 活動の実施戦略 

 
本プロジェクトでは、成果として「本所及び各支所において低投入・地域適応型栽培体

系が開発される」及び「稲作技術を中心とした技術支援体制が対象 3 地域で構築される」、

協力実施期間中（終了時まで）に達成されるプロジェクト目標として「参加農家での稲の

生産性が向上する」が設定された。 

上記の成果からプロジェクト目標達成までの具体的実施戦略につき、最も重要と考えら

れる実証圃場および展示圃場の地方自治体への展開の過程を中心として第二次事前評価調

査時（2004年 2月）に実施機関と合意した内容は下記の通りである。（注：アグサン支所に

おいては下記 5）までを行い、6)および 7)は行なわない。） 

 

1) ベースライン調査の結果に基づき、実証圃場の開発予定地を暫定的に選定する。この

予定地の位置する地方自治体（Municipality）は将来の展示圃場展開主体の候補となる。 

2) 選定された地方自治体（Municipality）はフィルライスに対して、本件への参加及び協

力期間中に展示圃場を独力で開発することの確約を示したプロポーサルを提出する。

このプロポーサルには展示圃場開発のための予算および人員確保についての確約も

含まれる。このプロポーサルを基に、フィルライスが暫定的に選定された地方自治体

の能力および持続性を評価し、最終選定を行なう。 

3) 選定された地方自治体とフィルライスの間で合意書を署名交換する。 

4) フィルライスが主体となり、開発された低投入・地域適応型栽培体系のための実証圃

場を設立する。 

5)地方自治体の普及員及び関係者に対しフィルライスが訓練、技術的支援をおこなう。 

6) 同じ自治体地区内で普及員が独自に展示圃場を最低２ヶ所設置する。 

7) プロジェクトは自治体の展示圃場関連の活動に対する定期的モニタリングを行い、必

要に応じて円滑な圃場管理のための技術的支援を行なう。 

 

上記に述べたような本件における実証展示圃場および展示圃場にかかる活動の実施戦略

の概念図を図 5-4.1に示す 
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図 5-4.1 活動の実施戦略（実証展示圃場と展示圃場） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５－５ カウンターパート組織・先方政府からのコミットメント 

 
本プロジェクトは、実施機関であるフィルライスを中心とし、関連機関として農業省（DA）、

農業研修局（ATI）、農業省地域事務所（DA-RFU）、RIARCs（地域総合農業研究センター）

および地方自治体が協力する事業実施の体制が第二次事前評価調査時の M/M(ミニッツ)に

記されている。また加えて、プロジェクトでは合同調整委員会（Joint Coordinating Committee、

略称 JCC）を設立し、プロジェクトの年次活動計画の策定、進捗状況の評価かつ活動計画の

見直しを必要に応じて行なうこととした。委員会は農業大臣を委員長として、フィリピン

側からフィルライス、農業省、国家経済発展庁およびその他関連機関代表者、日本側から

は JICA専門家、JICAフィリピン事務所長およびその他関係者とし、日本大使館その他もオ

ブザーバーとして参加する。（5-8参照） 

 

 カウンターパートの配置については、フィルライス本所に常勤のスタッフを 26名（うち
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博士 4名、修士 19名）、バタック支所に 7名（うち博士 1名、修士 5名）、アグサン支所に

13名（博士 5名、修士 6名）の配置を行なうことが、第二次事前評価調査において確認さ

れており、M/M(ミニッツ)に記載されている。 

プロジェクト予算については、2004 年度からのフィルライス会計予算に盛り込まれてい

ることが 2004 年 2 月の第二次事前評価調査において確認されている。（別添フィルライス

2004年予算書を参照） 

 
 
５－６ 投入 

 
５－６－１ 我が国側投入 

 
 本件プロジェクトに関わる我が国側投入としては、①長期専門家の派遣、②短期専門家

の派遣、③機材供与、④関連活動に関する費用負担、及び⑤カウンターパートの日本への

研修派遣が予定されている。 
 
① 長期専門家の派遣 
チーフアドバイザー／実証／普及、業務調整、評価・選抜、実証／普及の 4名の長期専

門家を予定している。それぞれの専門分野の内容･範囲は以下の通りである。 
x チーフアドバイザー／実証／普及 
本プロジェクトにおける総括としてプロジェクトを代表するとともに、低投入・現地

適応型栽培体系の開発に関する技術指導を行なう。現地における農家の営農状況に加え

て、関連機関の業務遂行能力や現場レベルでの農業普及実施体制を考慮しながら、現地

の状況に即した技術支援体制の構築を図る。 
また、本プロジェクトでは地方自治体を始め実施に関係する機関が複数存在すること

から、これらの機関の有機的な連携を図ることも重要な業務と考えられる。 
x 業務調整 
チーフアドバイサーを補佐し、プロジェクトに必要な機材･ローカルコストへの投入

を管理することをはじめ、プロジェクト全体のロジスティック管理を行なう。  
x 評価・選抜 
本所に配属され、アグサン地域用の低日照／病害虫耐性品種の評価・選抜をプロジェ

クト前半（3年間）で行なう。 
x 実証／普及 
バタック支所に配置され、実証展示圃場の実施に係る技術的指導を行なう。３年間で

バタックでの活動を完了した後はアグサン支所において同様に実証展示圃場の指導を
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行なうことを想定しているが、バタック支所における普及体制の構築がプロジェクト前

半（3年間）で終了しない場合には、バタックと並行して実証／普及専門家をアグサン

支所にもう1名投入してアグサン支所での実証展示圃場実施指導を行なうことも想定さ

れる。ただし、安全上の問題から、アグサン支所に専門家は常駐させない。 
 
② 短期専門家の派遣 

上記の長期専門家の活動分野の関連において、特定の専門技術に関する支援が必要と

判断された場合は、その分野に関わる短期専門家の派遣を行なう。派遣分野としては、

本プロジェクト開始後、不足技術の特定作業を通じて明らかとされた分野でかつ日本人

技術者の派遣が相応しいものについて派遣がなされるものとする。人数については毎年

3名×3カ月程度が想定されている。 

 
③ 機材供与 

上記の長期･短期各専門家の協力活動に直接的に必要な範囲において、必要機材の供

与を行なう。 
 

④ 関連活動に関する費用負担 
本件プロジェクトでは、上記の長期･短期各専門家の協力活動に関わる活動費用につ

いて、予算の範囲内において負担する。 
 

⑤ カウンターパートの本邦研修 
カウンターパートで、日本での研修が効果的と判断された場合には日本での研修が実

施される。研修内容としては今後の農家レベルまで伝播可能な技術パッケージの確立、

効率的かつ効果的な農業普及手法の確立において重要と目される事例などを研修する

ことが想定される。 
 
５－６－２ 被援助国側投入 

 
 本プロジェクトに関わる被援助国側の投入としては、①カウンターパートの配置、②施

設･資機材の提供、および③事業運営費用の負担が予定されている。 
 
① カウンターパートの配置 

本プロジェクトでは、ヌエバエシハ州ムニョスの本所において常勤のスタッフを 26
名、バタック、アグサン支所にぞれぞれ 7名、13名を配置する。 
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② 施設･資機材の提供 
本プロジェクトの遂行に必要な事務所をはじめとした施設、資機材を提供する。 

 
③ 事業運営費用負担 

本プロジェクトの遂行のために必要な事業運営費用を負担する。 
 
 
５－７ 外部条件 

 

 プロジェクトにかかるスーパーゴール、上位目標、プロジェクト目標およびその成果を

達成するためには、以下にあげる外部条件が充足されなければならない。これらを下表 5-7.1

にまとめて示す。 
 

表 5.7-1  外部条件一覧 
対象となる目標・成果 外 部 条 件 

 

 

 

スーパーゴール 

1) 異常気象が発生しない。 

2)  病害虫が異常発生しない。 
3)  フィリピン政府の米増産による食料自給優先政策が持続する。 

4)  プロジェクト終了後も食料自給政策への予算が確保される。 

5)  米の国際価格(輸入価格)が急落しない。 

6)  農業生産インフラ施設の発展が継続的に行われる。 

7)  稲作農民人口が減少しない。 

8)  対象地域での成果が関係機関によって他地域に戦略的に伝播される。 

 

上位目標 

1) 異常気象が発生しない。 
2) 病害虫が異常発生しない。 
3) フィリピン政府の米増産による食料自給優先政策が持続する。 

 

プロジェクト目標 

1) 異常気象が発生しない。 
2) 病害虫が異常発生しない。 
3) 参加農家の社会経済状況に大きな変化が生じない。 

 

成果 

1) フィルライスでの本プロジェクト予算が継続して確保される。 
2) 対象地域の治安情勢が悪化しない。 
3) 地方自治体の普及員の人数が確保され、継続して配置される。 
4) 協力農家が稲作を継続する。 

 

プロジェクト開始 

（活動） 

 

1) フィリピン政府の米生産に関する現在の政策が継続する。 
2) フィリピン政府のフィルライスへの予算処置が適切に大きな遅延なく行
われる。 

3) 関連機関が本プロジェクトへ参加および支援する。 
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  これらの外部条件のうち重要なもの、また充足のための条件が特にプロジェクトの具体
的活動と密接な関係を持つものについてその充足の可能性について下記に述べる。 

 

1) フィリピン政府の米生産に関する現政策の継続及び予算確保 

 前述の通り、米はフィリピンの主食であり、米の安定的供給はフィリピン政策の最重

要政策の一つである。歴代政権においても米を中心とした農産物の生産拡大は継続的に

重視されており、農業省における米増産についての特別プログラムは政権ごとに名前を

変えても継続的に行われている。予算面についても、特に現政権の GMA Rice Programに

おいては特別予算として通常予算とともに 2004年度分が承認されており、プロジェクト

の初年度において GMA 関連予算が活用される可能性もあり、またその重要性から今後

も継続して予算処置がなされることが予想され、政策の継続性とあわせて外部条件とし

て充足され得ると考えられる。 

 

2) 地方自治体（Municipality）における普及政策、予算、体制の継続 

 本件は前述のように協力の成果である低投入・地域適応型栽培体系の確立と普及員の

技術力向上により地方自治体が独自で展示圃場を設立して高生産性技術を普及していく

ものであり、地方自治体における農業普及重視政策の継続性、また地方自治体の普及活

動に対する継続的予算支出、訓練された普及員の継続的な雇用が重要となる。農業生産

性向上による農家経済の改善は農業従事者が全就労人口の大多数を占める農業社会であ

るフィリピンにおいては地域を問わず重要課題であり、その重要性はそれぞれの自治体

においても認識は高いが、中央政府からの配分予算（Internal Revenue Allotment, IRA）に

依存傾向の強い州、州からの交付金に依存する町政府においては限られた予算を目に見

えるインフラ整備等に集中投資する傾向が懸念されることから、農業普及活動への予算

配分が十分に確保されることが重要となる。活動の実施戦略で述べたように展示圃場を

設営することを希望する自治体はその予算／人員の確保を確約することを条件にフィル

ライスと合意書を交換して普及活動を行なうことからプロジェクト開始時の自治体の体

制は確約されていると言えるが、普及活動の持続性を確保するためにはプロジェクトは

常に自治体と連携を保ち、農業普及の重要性について継続的に啓蒙活動を行い、プロジ

ェクト活動開始後の政策転換、予算カット、普及員の人員整理などが発生することの無

いよう注意しなければならない。 

 

3) 関連機関の参加及び支援 

 フィルライスは全国規模の稲作研究組織(National Rice R & D Network)の頂点に立つ組

織であり、またこれとは別に AFMA（農漁業近代化法）に述べられている National R, D & 

E Networkにおいてもリード機関である。本プロジェクトにおいては前述の通り、実施機
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関であるフィルライスを中心とし、関連機関として農業省（DA）、農業研修局（ATI）、

農業省地域現場事務所（DA-RFU）、RIARCs（地域総合農業研究センター）および地方

自治体が協力する事業実施の体制が予定されている。これらはすでに既存の各プログラ

ムにおいてもすでに体制構築の基盤が形成されていることから、本プロジェクトにおい

てもこれらの関連機関からの参加、支援を得ることは充足可能と予想される。また、フ

ィルライス本所に隣接する中部ルソン州立大学（CLSU）、ロスバニオス支所近隣のフィ

リピン大学ロスバニオス校（農学部）とも実施中のプログラムがあり（特に前者は学長

がフィルライスの運営委員会メンバー）、これら学術機関との協調も確約されている。 
 
 
５－８ プロジェクトの運営･実施体制 

 
本件のプロジェクト目標、上位目標の達成のためには、フィルライスが限定された地域

で展開する実証展示圃場を地方自治体（Municipality）および関連機関が協力して他地域に

模倣・伝播させていくことが必要である。このため、州（町）レベルにおいては「実証圃

場協議会」(TDF Implementation Committee)を設立し実証圃における技術、運営手法を共有す

ることによって地方自治体の位置する州の他地域へのパッケージ手法、普及手法の伝播が

図られる。 

 

さらに、本プロジェクトにおいては中央レベルにおける調整機関として合同調整委員会

（Joint Coordinating Committee、略称 JCC）を設立する。 

 

JCCの機能は下記の通り： 

1) プロジェクトのフレームワークにおける年次活動計画の確認 

2) プロジェクト全体の活動、年間予算支出、年次活動計画の達成状況の確認 

3) プロジェクト実施に係る重要事項についての討議、意見交換 

 

JCCの構成は下記の通り： 

1) 委員長：農業大臣 

2) フィリピン側メンバー： 

フィルライス： プロジェクトダイレクター 

次席プロジェクトダイレクター 

プロジェクトマネージャー 

農業省（DA）代表者 

国家経済発展庁（NEDA）代表者 



 
 
 

 

 
127 

その他、フィリピン政府関係者 
3) 日本側メンバー 

JICA専門家 

JICAフィリピン事務所長 

その他、日本政府関係者 

（大使館から代表者がオブサーバー参加する場合あり） 

 

  これら、中央レベルにおける合同調整委員会及び地方（州、町）における実証圃場協議

会の組織概念図を次ページ図 5-8.1に示す。 
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図5-8.1 関連委員会概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィルライス（本所および支所）における本件の実施運営に関して、フィルライス側は

下記の本件担当者を任命する。 

プロジェクトダイレクター： 本件実施の全般的な統括責任者。フィルライス所長

がその任にあたる。 

次席プロジェクトダイレクター： 上記ダイレクターの補佐。フィルライス副所長がそ

の任にあたる。 

プロジェクトマネージャー： それぞれの支所におけるプロジェクトの地域総括

責任者。フィルライス各支所長がその任にあたる。 
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これら任命されたフィリピン側メンバー（プロジェクトダイレクター、次席プロジェク

トダイレクターおよびプロジェクトマネージャー、カウンターパート）が日本人長期専門

家（4名）および短期専門家とプロジェクトチームを結成し、このチームに対して日本政府、

フィリピン政府ぞれぞれが本件の実施につき必要なモニタリング、支援を行なう。日本側

は JICAフィリピン事務所（必要とあれば日本大使館）が支援を行ない、フィリピン側につ

いてはフィルライス、その監督官庁である農業省が支援する。 

 

  プロジェクトの実施運営体制概念図を図 5-8.2に示す。 

 

図5-8.2 実施運営体制概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5-8．2 実施運営体制概念図 
 

５－９ 事前の義務および必要条件 

 
 前項５－７－１の「外部条件」の中で記載されたプロジェクト開始にかかる前提条件、

すなわち 1)フィリピン政府の米生産に関する現在の政策が継続する、2)フィリピン政府のフ

ィルライスへの予算処置が適切に大きな遅延なく行われる、および 3)関連機関が本プロジ

ェクトへ参加および支援する、の 3 点が本件の事前の義務および必要条件となる。このう

ち、フィリピン政府の米生産に関する現在の政策継続については、米はフィリピンにおけ

る基幹農産物であること、過去の政権交代時にも政策が一貫していたことから満たされる

JICA本部 

JICA               
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ事務所 

日本大使館 
ﾌｨﾙﾗｲｽ 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ / 支援 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 

農業省 

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ / 支援 

日本人専門家 
 

 - ﾁｰﾌｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 
 - 調整員 
 - 評価・選抜 
 - 実証／普及 
 - 短期専門家 

ﾌｨﾙﾗｲｽ側ｽﾀｯﾌ 
 

- ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾀﾞｲﾚｸﾀｰ 
- 次席ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾀﾞｲﾚｸﾀｰ    
      (2名) 
- ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 
      (3名) 
- ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ 
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可能性が高いと判断される。フィルライスへの適切な予算処置も、承認済 2004年予算に計

上されていること、今後もフィルライスの重要性に大きな変化が予想されないことから問

題は無いものと判断される。また関連機関による参加および支援についても、現在既に本

所、バタックおよびアグサンにおいてそれぞれ関連機関が積極的に参加しての技術普及へ

の様々な取り組みがなされている実績から判断して、本件の実施においても十分な参加／

支援が行われると判断される。 
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６．プロジェクトの総合的実施妥当性 
 
６－１ ５項目評価 

 
 これまでに述べてきた本件事業計画を元に、プロジェクトの総合的妥当性を 1)妥当性、

2)有効性、3)効率性、4)インパクトおよび 5)自立発展性の５項目から評価を行なった結果を

下記に述べる。 

 
６－１－１ 妥当性 

 

①相手国現政策との整合性 

 前述のように主食である米の自給達成はフィリピンの国家政策において重要と表明

されており、米の生産性増大を上位目標とする本プロジェクトは自給達成への取り組

みの一つとして高い妥当性を有する。財政面でも、米を中心とした農業生産の拡大に

ついては歴代政権においても様々なプログラムで財政支援がされており、現政権にお

いても Gunintuang Masaganang-Ani（略称 GMA、基幹作物の生産振興計画／補助事業）

による予算的コミットメントがなされている。 

 

②我が国の援助方針との整合性 

  同じく前述のように我が国のフィリピンに対する国別援助計画においても天候不順

に対処し得る生産の基盤強化は急務であることが開発上の主要課題と位置づけられ、

農業生産性の向上のため農業技術の試験研究・普及への支援を進めることが打ち出さ

れていることからも、本件の実施は妥当と判断される。また、同時に国別援助計画で

示されている「地域格差の是正」にも資することが期待される。 

 

③日本の技術投入の優位性 

  本件においては日本による無償資金協力、10年間に亘るプロジェクト方式技術協力

の研究成果を活用し、その成果の地域農業への適用を図るものであり、カウンターパ

ートのみならず、貧困農家をはじめ全農家への裨益が期待できる。 

 

６－１－２ 有効性 

 

①プロジェクト目標の達成可能性 

  実施機関であるフィルライスは、研究分野における成果を収めているが、農家のニ
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ーズに合致した生産技術の研究・開発に課題を残している。フィルライスが低投入・

地域適応型栽培体系を開発し、農家の圃場を利用した実証活動を普及員（地方自治体）

等と連携しながら推進することにより、プロジェクト目標の達成が期待できる。 

 

②プロジェクト目標の論理性と明確さ 

  裨益対象者として、フィルライスによる実証圃場への協力農家、普及員（地方自治

体）、農家等、これまでの研究成果を栽培体系として実用化し、農家レベルに普及する

までの関係者が含まれており、またそれぞれの指標も明確なことから、プロジェクト

目標の設定は明確である。 

 

 

６－１－３  効率性 

 

①過去の日本の協力の応用 

  本件の実施において、過去の日本の協力による基礎／応用研究の成果を利用できる

こと、また過去に供与した機材を活用することにより、新規の投入も最小限に押さえ

ることが可能であることから効率性は極めて高い。 

 

②人的資源の活用 

   研究機関が普及員（地方自治体）等を直接指導することにより、普及員及び関係機

関スタッフのの農業技術指導力が高まり、人的資源の効率的な活用につながる。 

 

③投入量の適切性 

 本件の成果の一つ、各対象地域に適応した栽培体系の開発を達成するための投入量

として、日本人長期専門家 4名(チーフアドバイサー/実証/普及、調整員、評価・選抜、

実証/普及)の投入は適切と判断される。また、バタック支所に配置される実証／普及担

当専門家は、当該地での実証活動に目処がつき、アグサン支所での種子の評価・選抜

が終了し実証活動に移行する時点で、アグサン支所での実証／普及活動にスライドす

ることが可能であり、効率的な配置と言える。 

 

 

６－１－４  インパクト 

 

①上位目標達成可能性 

 上位目標である「対象地域において稲の生産性が向上する」及び「対象地域において
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農家の所得が向上する」に関しては、参加農家が低投入・地域適応型栽培体系を採用

することにより生産性を向上させ、参加農家から高生産性の栽培体系が近隣農家に伝

播していくこと、本件により地方自治体の普及員等の能力が向上すること、また他の

地方自治体や関連機関に栽培体系が拡大していくことの相乗効果から、達成可能な目

標と判断される。 

 

②プロジェクト実施によるインパクト 

 a)政策的インパクト 

本件の成果、プロジェクト目標および上位目標の達成により地域の生産性が上昇

することで農業普及の重要性が広く理解され、国家農業政策における農業普及の

プライオリティが高まることが期待される。 

b)制度的インパクト 

本件において実証されるパッケージ化手法、普及手法が実証圃場運営協議会や JCC

を通じて ATI 等の他の農業機関に伝播されることで、普及手法の共有化がこれら

機関のより機能的な相互連携を生み出すことが期待される。 

c)社会・文化的インパクト 

農民に対しては因習的に行われていた低生産性栽培手法からの脱却という意識改

革をもたらす。 

d)環境的インパクト 

環境面については、特にアグサン支所における耐病虫性品種と病虫害発生予察モ

デルの開発は農家による過剰な農薬使用を抑制させ、地域の環境保全を直接的に

促進する。 

 

③プロジェクト成果の他地域への展開 

   本プロジェクトの活動成果は、フィルライスの他支所での活動に活用されるととも

に、実証圃場協議会等を通じて農業関連機関に共有され、他地域での農業技術者研修

等に活用される。これにより、フィリピン全土への展開が期待できる。 

 

 

④負のインパクト 

  本件の実施において重大な負のインパクトとして懸念されるような事柄は想定され

ないが、本件により技術パッケージが普及し生産性が拡大する地域とそれ以外の地域

との間での地域間格差をもたらす可能性がある。 
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６－１－５   自立発展性 

 

①政策面での自立発展性 

  米はフィリピンの主食であり、米の安定的供給はフィリピン政策の最重要政策の一

つである。歴代政権においても米を中心とした農産物の生産拡大は継続的に重視され

ており、農業省における米増産についての特別プログラムは政権ごとに名前を変えて

も継続的に行われている。これらのことから、本件実施後の協力効果の政策面におけ

る自立発展性は持続的であると判断される。 

 

②組織面での自立発展性 

  上記同様、主食である米の研究機関であるフィルライスにおいても、現在まで業務

内容、活動方針が一貫していること、継続的に予算が配分されていることから、今後

もフィルライス自体（機能面、組織面および予算面）に大きな変化があるとは考えら

れず、また前述の GMAプログラム予算も継続的に支出されていることは中央政府がフ
ィルライスを重視していることを示している。また地方自治体においても、農業を主

要産業としている地方において農業発展のための組織体制および予算確保は重要であ

り、研究機関と普及員との連携を積極的に促進することによって、自治体独自の農業

支援策につながることが期待できる。 

 

③財政面での自立発展性 

   プロジェクト終了後は、本プロジェクトの手法を他地域に展開させる際の、農業省

からフィルライスへの財政支援が確約されており、プロジェクト成果を他地域に展開

することが十分期待できる。 

 

 
６－２ 事前評価のまとめ 

 
これまでの総合的実施妥当性の検証において、本件プロジェクトは高い事業実施妥当性

を示している。 
プロジェクト実施の妥当性については国民の主食であり、国家政策上重要である米の自

給を目指す方向性、および国民の多数を占める農家／農業従事者の生計向上のために米の

生産性向上を目指す方向性から本件の妥当性は極めて高いものであると判断される。プロ

ジェクトの有効性については、生産性の高い栽培技術を低投入・地域適応型栽培体系とし

て農業現場へ広く伝播させていく過程を、段階を経て実施していくプロジェクトでありそ

の目標、成果および活動は論理的な整合性を有していることから高い有効性が認められる。
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プロジェクトの効率性の点では、過去 15年にわたり行われてきた日本の協力による研究成

果、施設および資機材の活用と、普及支援を主眼においた新たな日本からの投入により効

率的なプロジェクトが実施されることが想定される。また、本件実施によるインパクトに

ついては特に確立された栽培体系の研修・訓練を通じて普及関係者の能力が直接的に向上

され、また地域の生産性向上により期待される農家所得の向上による農村社会生活の向上

が予想されるが、裨益者に負のインパクトを与えることは予想されない。プロジェクト期

間終了後の自立発展性についても、主食である米の生産拡大は今後も国家の重要政策であ

ること、また農業生産性の向上は地域を問わず重要課題であることから自立発展性は確保

されるものと判断される。 

ただし、プロジェクト目標の達成および上位目標達成以降の自立発展性確保に不可欠であ

る地方自治体の普及政策、組織および予算の継続性については自治体財政状況の悪化や選

挙での首長交代により変化がもたらされる可能性も排除できず、この点においてはプロジ

ェクト（及びフィルライス）による地方自治体への継続的な働きかけ、連携強化の努力が

必要になると考えられる。 
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